
避難情報及び広域避難等に関する
ＳＷＧ（R2.12取りまとめ）

令和元年台風第19号等による災害からの避難に関するＷＧ（R2.3取りまとめ）

高齢者等の避難に関するＳＷＧ
（R2.12取りまとめ）

関係省庁が多岐にわたる

災害応急対応において、

強力なリーダーシップの

下での高度な判断・調整を

行う体制が必要

Ｒ１年度 Ｒ２年度

通常国会への災害対策基本法等の改正案提出を目指すとともに、

防災基本計画や地域防災計画の見直し等も進め、国と地方が連携して災害対応の強化を図る

台風の進路予報の精度等が

向上しており、災害が発生

するおそれの段階から住民の

広域避難等の事前措置や

総合調整を行う体制が必要

令和元年東日本台風等の災害対応の検証

• 避難行動を促す「避難の理解力向上キャンペーン」を全国で展開

• 「全員避難」や「命を守る最善の行動」について呼びかけ 等

• 避難勧告・避難指示（緊急）について自治体の意見を踏まえ整理

• 災害発生前に大規模広域避難を円滑に行うための仕組みの検討

• 災害リスクの高い区域に住む避難行動要支援者情報を防災部局と福祉

部局等で共有

• 高齢者等の避難の実効性確保に向けた更なる促進方策

激甚化・頻発化する災害への対応強化について

対応策

• 個別避難計画（仮称）の作成

• 避難勧告・避難指示の一本化等

• 広域避難に係る居住者等の受入れに関

する制度の創設等

水害リスクと取るべき行動の理解促進
• ハザードマップの認知、活用が不足
• 「全員避難」や「命を守る最善の行動」の趣旨が住民
に伝わっていない

• 「避難勧告」と「避難指示（緊急）」が正しく理解さ
れていない 等

大規模広域避難の実効性確保
• 大規模広域避難を行う場合の課題が顕在化

高齢者等の避難の実効性確保
• 高齢者や障害者等の避難に課題

課題 ※ グレー字は対応済み

背景

対応の方向性

避難勧告・避難指示の一本化等

避難勧告・指示を一本化し、従来の勧告の段階から避難指示を

行うこととし、避難情報のあり方を包括的に見直し。

１

※1 市町村が災害の状況を確実に把握できるものではない等の理由から、警戒レベル５は必ず発令されるものではない
※2 警戒レベル３は、高齢者等以外の人も必要に応じ、普段の行動を見合わせ始めたり危険を感じたら自主的に避難するタイミングである
（注） 避難指示は、現行の避難勧告のタイミングで発令する

新たな警戒レベルの一覧表

個別避難計画（仮称）の作成

避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を

図る観点から、個別避難計画について、

市町村に作成を努力義務化。
（任意の取組として計画の作成が完了している市町村:約12％

任意の取組として一部の計画の作成が完了している市町村:約50％）

２

🔺🔺避難行動要支援者が災害時に避難する際のイメージ

災害が発生するおそれがある段階での国の災害対策本部の設置／

広域避難に係る居住者等の受入れに関する制度の創設等
災害発生のおそれ段階において、国の災害対策本部の設置を可能とするとともに、

市町村長が居住者等を安全な他の市町村に避難（広域避難）させるに当たって、

必要となる市町村間の協議を可能とするための制度等を創設。

３

▲大規模河川氾濫時の他市町村への避難イメージ

• 非常災害対策本部の本部長を内閣総理大臣に変更
• 国務大臣を本部長とする特定災害対策本部の設置※

※非常災害に至らない、死者・行方不明者数十人規模の災害について設置

• 内閣危機管理監の中央防災会議の委員への追加
• 内閣府における防災担当大臣の必置化
• 非常災害等が発生するおそれがある段階における災害救助法の適用

災害対策本部の見直し
▲令和２年７月豪雨時の
非常災害対策本部会議

▲避難情報の報道イメージ
（内閣府で撮影）

（１）災害時における円滑かつ迅速な避難の確保

（２）災害対策の実施体制の強化
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